
松嶋知的財産事務所 －1－

　　　　ご請求額＝６５，８００円＋６７，０００円×(１＋０．１)＝１３９，５００円　②

トータルのご請求額：①＋②＝２３７，１００円

　

（具体例）　文字商標「ケイタ」を区分「第９類」の指定商品「携帯電話機」及び区分「第３５類」
の指定役務「携帯電話機の小売又は卸売の業務において行われる顧客に対する便益の提
供」について出願したところ、拒絶理由通知を受けることなく、登録査定となったため、登録
料を１０年分一括納付する場合。

　【商標登録出願時】

＊Ａ～Ｄについては商標権取得のための費用２頁をご参照ください。

非課税対象額（出願料）＝３，４００円（Ａ）＋８，６００円（Ｂ）×２＝２０，６００円
　　　　　課税対象額（手数料）＝６０，０００円（Ｃ）＋１０，０００円（Ｄ）＝７０，０００円

ご請求額＝２０，６００円＋７０，０００円×(１＋０．1) ＝９７，６００円　①

＊Ａ～Ｄについては商標権取得のための費用５頁をご参照ください。

　

商標権取得のためのトータルの費用（個人用）

　【商標登録料納付時】

　　　　非課税対象額（商標登録料）＝３２，９００円（Ａ）×２＝６５，８００円
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松嶋知的財産事務所 －2－

単　価 備　考
Ａ 基本料 ３，４００円

Ｂ
商品又は役務の１区分
当たりの額

８，６００円

Ｃ ６０，０００円

Ｄ １０，０００円

　区分が２区分の場合

商品又は役務の区分が２区分以上あ
る場合の２区分目以降の１区分当たり
の加算額

弊所にお支払いいただく手数
料です。消費税がかかります。

　具体例：

Ｆ

課税対象額Ｆ＝Ｃ＋Ｄ×１＝７０，０００円

　特許庁に提出する書類は、願書です。

商標権取得のための費用（個人用）

　【商標登録出願時】

Ｅ

基本手数料

請求項目

出願料
弊所が立て替えて特許庁に納
付します。税金はかかりませ
ん。

ご請求額＝Ｅ＋Ｆ×(１＋消費税率(０．１)）＝９７，６００円

非課税対象額Ｅ＝Ａ＋Ｂ×２＝２０，６００円

ご請求額：９７，６００円
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松嶋知的財産事務所 －3－

単　価 備　考
Ａ ５０，０００円
Ｂ ３０，０００円
Ｃ ２８，０００円

　特許庁に提出する書類は、意見書、手続補正書のいずれか又は両方です。

課税対象額Ｄ＝Ａ＋Ｂ＝８０，０００円

ご請求額＝Ｄ×(１＋消費税率(０．１))＝８８，０００円

ご請求額：８８，０００円

Ｄ

　具体例：

商標権取得のための費用（個人用）

手続補正書基本作成料
意見書作成料

　【中間処理１】(審査官の審査結果である拒絶理由通知がされてから４０日以内)

請求項目

審査官との面接審査手数料

(面接審査を行わないことを想定していますので、ＣはＤに含まれていません。)

弊所にお支払いいただく手数
料です。消費税がかかります。
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松嶋知的財産事務所 －4－

単　価 備　考
Ａ 基本料 １５，０００円

Ｂ
商品又は役務の１区分
当たりの額

４０，０００円

Ｃ １００，０００円

Ｄ ２８，０００円

(面接審査を行わないことを想定していますので、ＤはＦに含まれていません。)

　なお、拒絶査定不服審判請求後に、審判官より拒絶理由通知がされた場合には、上記【中
間処理１】の手続と同様の手続となります。

商標権取得のための費用（個人用）

ご請求額：２０５，０００円

　【中間処理２】(審査官の最終審査結果である拒絶査定がされてから３月以内)

書類作成・提出手数料

審判官との面接審査手数料
Ｆ

弊所にお支払いいただく手数
料です。消費税がかかります。

　具体例：
　　区分が２区分の場合

課税対象額Ｆ＝Ｃ＝１００，０００円

ご請求額＝Ｅ＋Ｆ×(１＋消費税率(０．１))＝２０５，０００円

Ｅ
弊所が立て替えて特許庁に納
付します。税金はかかりませ
ん。

　特許庁に提出する書類は、拒絶査定不服審判請求書又は、拒絶査定不服審判請求書及
び手続補正書です。

請求項目

非課税対象額Ｅ＝Ａ＋Ｂ×２＝９５，０００円

審判請求料
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松嶋知的財産事務所 －5－

単　価 備　考

Ａ
最初の１０年
分を一括納付
する場合

商品又は役務の区分
の１区分当たりの金額

３２，９００円

Ｂ

最初の１０年
分のうち、前
半の５年分を
分割納付する
場合

商品又は役務の区分
の１区分当たりの金額

１７，２００円

Ｃ ６０，０００円
Ｄ ７，０００円

商標権取得のための費用（個人用）

ご請求額＝Ｅ＋Ｆ×(１＋消費税率(０．１))＝１３９，５００円

ご請求額：１３９，５００円

　具体例：

納付手数料

　商標の場合、使用し続けることが前提ですので、１０年ごと（分割納付の場合には５年ごと）
に商標権の存続期間の更新登録の申請を行えば、さらに１０年間（分割納付の場合には５年
間）、商標権の存続期間が更新されます。その場合の更新登録料は、１区分当たり、最初の
１０年分と比較して約１割増しになります。また、商標登録料を５年分ずつ分割納付する場
合、１０年分を一括納付する場合と比較して割高になりますので、５年以上継続使用する場
合には、一括納付をお薦めいたします。

Ｆ

課税対象額Ｆ＝Ｃ＋Ｄ＝６７，０００円

成功謝金

非課税対象額Ｅ＝Ａ×２＝６５，８００円

弊所にお支払いいただく手数
料です。消費税がかかります。

　　区分が２区分であり、商標権の設定登録を受けるために登録査定又は登録審決から３０
日以内に１０年分の商標登録料を一括納付する場合

Ｅ
弊所が立て替えて特許庁に納
付します。税金はかかりませ
ん。

　特許庁に提出する書類は、商標登録料納付書です。

請求項目

　【商標登録料納付時】(登録査定又は登録審決から３０日以内)
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